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依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
雇
用
情
勢
等
に
よ
り
、
景
気

は
回
復
に
至
ら
ず
横
ば
い
基
調
で
推
移
し
ま
し
た
。

当
社
を
と
り
ま
く
経
営
環
境
は
、
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
事
業

部
門
に
お
き
ま
し
て
は
、
国
内
で
は
景
気
浮
揚
に
向
け
た
経
済

対
策
が
策
定
さ
れ
た
も
の
の
、
公
共
事
業
は
特
に
地
方
自
治
体

の
深
刻
な
財
政
難
な
ど
に
よ
る
執
行
の
遅
れ
に
よ
り
減
少
し
た
た

め
、
一
段
と
厳
し
い
状
況
で
推
移
し
ま
し
た
。

海
外
で
は
わ
が
国
の
Ｏ
Ｄ
Ａ
（
政
府
開
発
援
助
）
予
算
は
わ
ず

か
な
が
ら
増
加
す
る
と
と
も
に
、
政
府
や
民
間
資
金
に
よ
る
東
南

株
主
の
皆
様
に
は
、
ま
す
ま
す
ご
清
栄
の
こ
と
と
お
喜
び
申

し
あ
げ
ま
す
。
ま
た
、
平
素
は
格
別
の
ご
高
配
を
賜
り
厚
く
御

礼
申
し
あ
げ
ま
す
。

さ
て
、
第
五
十
五
期
の
事
業
報
告
書
を
お
手
元
に
お
届
け
す

る
に
あ
た
り
、
一
言
ご
挨
拶
を
申
し
あ
げ
ま
す
。

当
期
に
お
け
る
わ
が
国
経
済
は
、
政
府
に
よ
る
経
済
対
策
が

講
じ
ら
れ
た
も
の
の
、
個
人
消
費
や
民
間
設
備
投
資
の
低
迷
、

株
主
の
皆
様
へ

取締役社長

事
業
環
境
と
当
期
の
業
績
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ア
ジ
ア
諸
国
へ
の
支
援
策
が
実
施
さ
れ
た
た
め
、
概
ね
順
調
に

推
移
し
ま
し
た
。

電
力
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
事
業
部
門
に
お
き
ま
し
て
は
、
規

制
緩
和
に
よ
る
電
力
小
売
り
市
場
自
由
化
の
動
き
を
背
景
に
、

財
務
体
質
改
善
を
重
点
課
題
と
す
る
電
力
会
社
が
設
備
投
資
の

圧
縮
や
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
を
一
段
と
進
め
た
た
め
受
注
競
争
が
激

化
し
、
極
め
て
厳
し
い
状
況
が
続
き
ま
し
た
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
も
と
で
当
社
は
、
各
事
業
部
門
の
機
動
的

な
経
営
と
収
益
構
造
改
革
を
推
進
す
る
た
め
分
権
体
制
を
強
化

し
た
大
幅
な
機
構
改
革
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
営
業
体
制
の

整
備
、
技
術
競
争
力
の
強
化
、
コ
ス
ト
削
減
の
徹
底
を
図
り
受

注
の
確
保
お
よ
び
企
業
体
質
の
強
化
に
努
め
て
ま
い
り
ま
し
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
当
期
の
受
注
高
は
電
力
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン

グ
事
業
部
門
の
受
注
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
、
前
期
比
一

八
・
二
％
減
の
六
三
二
億
五
千
二
百
万
円
、
不
動
産
賃
貸
事
業

部
門
を
含
め
た
売
上
高
に
つ
き
ま
し
て
も
前
期
比
八
・
七
％
減

の
六
七
七
億
五
千
三
百
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

収
益
面
に
つ
き
ま
し
て
は
、
経
常
利
益
は
前
期
比
三
〇
・

四
％
減
の
一
九
億
三
千
五
百
万
円
、
当
期
利
益
も
前
期
比
二

〇
・
五
％
減
の
一
一
億
三
千
三
百
万
円
を
計
上
す
る
に
と
ど
ま

り
ま
し
た
。

当
期
の
株
主
配
当
金
に
つ
き
ま
し
て
は
、
従
来
ど
お
り
安
定

配
当
を
継
続
さ
せ
て
い
た
だ
き
前
期
と
同
じ
く
一
株
に
つ
き
七

円
五
〇
銭
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

74,220
77,695

80,502
78,7423,918�

�
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※10年度に製造部門を㈱日本工営横浜事業所として分社したため
業績に影響が生じています。



一
方
、
当
期
よ
り
連
結
対
象
子
会
社
が
六
社
と
な
り
ま
し
た

が
、
連
結
決
算
の
概
要
に
つ
き
ま
し
て
は
次
に
述
べ
る
と
お
り

い
ず
れ
も
当
社
単
独
決
算
の
数
値
を
上
ま
わ
る
結
果
と
な
っ
て

お
り
ま
す
。

連
結
で
の
当
期
利
益
は
単
独
決
算
一
一
億
三
千
三
百
万
円
に

対
し
二
〇
億
一
千
六
百
万
円
を
、
連
結
で
の
株
主
資
本
は
、
単

独
決
算
四
六
七
億
八
千
八
百
万
円
に
対
し
四
九
二
億
五
百
万
円

を
そ
れ
ぞ
れ
計
上
し
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
当
社
単
独
決
算
の

結
果
と
連
結
決
算
の
比
率
を
示
す
「
連
単
倍
率
」
は
当
期
利
益

で
一
・
八
倍
、
株
主
資
本
で
一
・
一
倍
と
な
り
ま
し
た
。

株
主
資
本
利
益
率
（
Ｒ
Ｏ
Ｅ
）
に
つ
い
て
は
、
単
独
決
算
で

は
二
・
四
％
の
と
こ
ろ
連
結
決
算
で
は
四
・
二
％
と
な
っ
て
お

り
ま
す
が
、
前
期
と
比
較
し
ま
す
と
連
結
Ｒ
Ｏ
Ｅ
が
〇
・
七
ポ

イ
ン
ト
の
落
ち
込
み
と
な
り
ま
し
た
。

部
門
別
の
概
況
は
次
の
と
お
り
で
あ
り
ま
す
。

国
内
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
事
業
部
門
に
お
き
ま
し
て
は
、

人
事
の
刷
新
と
機
構
改
革
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
営
業
体
制

を
強
化
し
て
受
注
の
確
保
に
努
め
ま
し
た
が
、
道
路
、
ダ
ム
・

河
川
、
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
な
ど
の
分
野
で
受
注
が
減
少
し
た

0

（単位：%）�

第53期�
（9年度）�

第52期�
（8年度）�

第54期�
（10年度）�

第55期�
（11年度）�

1

2

3

4

5

6

4.7
4.1

単独� 連結�

3.1

2.4

4.2
4.9

（単位：百万円）�

売上高（連結）�

68,863�
�

売上高（単独）�

67,753�
�

株主資本（連結）�

49,205�
�

株主資本（単独）�

46,788�
�

当期利益（単独）�

1,133�
�

経常利益（単独）�

1,935�
�経常利益（連結）�

3,680�
�

当期利益（連結）�

2,016

単独および連結決算の比較

株主資本利益率（ROE）

連
結
で
の
業
績
概
況

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
事
業
部
門
の
概
況
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た
め
、
受
注
高
は
前
期
を
下
ま
わ
り
ま
し
た
。

海
外
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
事
業
部
門
に
お
き
ま
し
て
は
、

当
社
海
外
進
出
の
起
点
と
な
っ
た
ミ
ャ
ン
マ
ー
国
に
ヤ
ン
ゴ
ン

事
務
所
を
開
設
し
て
本
格
的
な
事
業
展
開
に
着
手
し
た
の
を
は

じ
め
、
中
南
米
諸
国
に
お
け
る
新
規
市
場
の
開
拓
、
環
境
な
ど

新
分
野
へ
の
進
出
に
よ
り
受
注
量
の
拡
大
に
努
め
ま
し
た
。
そ

の
結
果
、
都
市
開
発
お
よ
び
環
境
分
野
で
の
受
注
拡
大
に
加
え
、

河
川
改
修
な
ど
の
水
資
源
開
発
分
野
で
受
注
が
増
加
し
た
た
め
、

受
注
高
は
前
期
を
上
ま
わ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

以
上
の
結
果
、
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
事
業
部
門
に
お
け
る

受
注
高
は
、
前
期
比
七
・
〇
％
減
の
四
四
三
億
三
千
九
百
万
円

と
な
り
、
売
上
高
に
つ
き
ま
し
て
は
、
ほ
ぼ
前
期
並
み
の
四
四

七
億
二
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

電
力
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
事
業
部
門
に
お
き
ま
し
て
は
、
新

規
顧
客
の
獲
得
、
新
分
野
へ
の
進
出
、
地
方
の
営
業
拠
点
の
整

備
な
ど
に
よ
り
受
注
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
目
標
管
理
に
よ

る
原
価
削
減
な
ど
収
益
体
質
の
強
化
に
努
め
ま
し
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
生
産
部
門
に
お
き
ま
し
て
は
、
当
社
の
主

力
製
品
で
あ
る
変
電
制
御
を
は
じ
め
と
す
る
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
関

連
制
御
シ
ス
テ
ム
、
冷
却
塔
な
ど
の
変
圧
器
関
連
機
器
、
独
自

技
術
を
活
か
し
た
土
木
関
連
計
測
シ
ス
テ
ム
な
ど
の
受
注
が
減
←

�

�

�

�

�

�

（単位：百万円）�

第53期�
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第52期�
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第54期�
（10年度）�

第55期�
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中南米�

中近東�アジア�

アフリカ�

その他�

電
力
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
事
業
部
門
の
概
況

建設コンサルタント事業部門
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少
し
た
た
め
、
受
注
高
は
前
期
を
下
ま
わ
る
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

建
設
部
門
に
お
き
ま
し
て
も
、
主
力
分
野
で
あ
る
変
電
工
事

を
は
じ
め
発
・
変
電
所
の
施
設
改
修
や
機
器
据
付
に
関
す
る
土

木
工
事
の
受
注
が
減
少
し
た
た
め
、
受
注
高
は
前
期
を
下
ま
わ

り
ま
し
た
。

以
上
の
結
果
、
電
力
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
事
業
部
門
に
お
け

る
受
注
高
は
、
前
期
比
三
六
・
一
％
減
の
一
八
九
億
一
千
三
百

万
円
と
な
り
、
売
上
高
に
つ
き
ま
し
て
も
、
前
期
比
二
五
・

二
％
減
の
二
二
二
億
一
千
四
百
万
円
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。

今
後
の
経
営
環
境
は
依
然
と
し
て
極
め
て
厳
し
い
状
況
下
で

推
移
す
る
も
の
と
し
て
、
当
社
と
し
て
は
全
部
門
に
わ
た
っ
て

さ
ら
な
る
収
益
構
造
の
改
革
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
と
認
識

し
て
お
り
ま
す
。

特
に
近
年
収
益
力
の
低
下
が
著
し
か
っ
た
国
内
の
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト
事
業
部
門
に
つ
い
て
は
、
そ
の
建
て
直
し
が
緊
急
の
課

題
で
あ
る
と
判
断
し
、
組
織
・
人
事
に
つ
い
て
抜
本
的
な
見
直

し
を
行
い
、
収
益
性
の
改
善
に
鋭
意
取
り
組
ん
で
お
り
ま
す
。

同
時
に
総
合
的
な
営
業
力
の
増
強
、
価
格
競
争
力
の
強
化
な
ら

び
に
技
術
品
質
管
理
シ
ス
テ
ム
の
再
構
築
を
推
進
し
つ
つ
あ
り
、

中
・
長
期
的
に
は
こ
の
部
門
に
投
下
さ
れ
た
経
営
資
源
に
見
合

う
利
益
の
確
保
を
至
上
命
題
と
し
ま
す
。

←

今
後
の
課
題
と
対
応

（建設）

（生産）

�

�

�

�

�
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80％�
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その他電力会社�東京電力� その他�

事業別受注高の推移 顧客別受注シェア

電力エンジニアリング事業部門
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海
外
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
事
業
部
門
に
つ
い
て
は
、
近

年
の
順
調
な
受
注
の
伸
び
に
伴
う
事
業
領
域
の
拡
充
に
対
応
し

て
、
技
術
要
員
の
補
強
を
行
う
と
と
も
に
、
安
全
管
理
、
技
術

管
理
体
制
を
強
化
す
る
こ
と
が
課
題
で
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
今

後
と
も
国
際
的
な
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
の
高
い
評
価

を
維
持
し
、
激
化
す
る
国
際
競
争
に
打
ち
勝
つ
た
め
、
従
来
以

上
に
留
意
す
べ
き
重
要
な
課
題
で
あ
る
と
判
断
し
て
、
部
門
の

総
力
を
挙
げ
て
こ
の
問
題
に
取
り
組
ん
で
お
り
ま
す
。

最
も
厳
し
い
受
注
環
境
に
置
か
れ
た
電
力
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン

グ
事
業
部
門
は
、
横
浜
工
場
の
分
社
と
い
う
抜
本
的
な
組
織
改

革
を
柱
と
す
る
収
益
構
造
の
改
革
に
よ
っ
て
当
面
の
苦
境
を
乗

り
越
え
た
と
は
い
え
、
今
後
は
電
力
会
社
の
設
備
投
資
に
大
き

く
依
存
し
て
き
た
事
業
体
制
を
組
み
替
え
て
、
事
業
領
域
を
拡

充
・
転
換
す
る
第
二
次
の
改
革
が
必
要
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

新
規
市
場
開
拓
と
い
う
従
来
か
ら
の
課
題
に
対
し
て
は
Ｉ
Ｐ
Ｐ

（
民
間
発
電
事
業
）
で
の
実
績
は
作
り
ま
し
た
が
、
民
間
事
業
の

シ
ェ
ア
を
さ
ら
に
広
げ
る
営
業
努
力
が
必
要
で
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策
を
含
む
環
境
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
参
入
は
言

う
に
及
ば
ず
、
既
存
電
力
設
備
の
省
コ
ス
ト
、
運
営
シ
ス
テ
ム
の

省
力
化
な
ど
に
情
報
化
技
術
を
活
用
し
て
新
規
事
業
を
展
開
す

る
と
い
う
課
題
に
も
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

中
・
長
期
的
な
観
点
か
ら
の
新
規
事
業
に
つ
い
て
は
、
本
年

四
月
に
新
設
し
た
事
業
開
発
本
部
が
部
門
を
横
断
す
る
ブ
レ
ー

ン
を
有
効
活
用
し
て
事
業
本
部
単
位
で
は
負
担
の
大
き
い
新
規

事
業
の
立
ち
上
げ
に
取
り
組
み
ま
す
が
、
所
要
資
金
に
は
別
途

に
積
み
立
て
て
あ
る
「
市
場
開
拓
積
立
金
」
を
充
当
す
る
予
定

で
あ
り
ま
す
。

な
お
、
中
央
研
究
所
で
開
発
し
た
情
報
シ
ス
テ
ム
技
術
は
す

で
に
国
内
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
事
業
部
門
の
収
益
に
貢
献

し
は
じ
め
て
お
り
ま
す
が
、
今
後
も
中
央
研
究
所
は
内
外
か
ら

の
研
究
受
託
業
務
だ
け
で
な
く
、
収
益
を
生
む
事
業
を
念
頭
に

置
い
た
研
究
の
比
重
を
高
め
て
ま
い
り
ま
す
。

国
際
会
計
基
準
の
導
入
は
本
年
よ
り
本
格
化
し
て
お
り
ま
す

が
、
会
計
制
度
変
更
を
見
据
え
た
従
来
の
制
度
や
慣
行
の
見
直

し
を
は
じ
め
と
す
る
諸
施
策
を
着
実
に
講
じ
つ
つ
あ
り
ま
す
。

ま
た
品
質
管
理
の
国
際
標
準
規
格
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
の
認
証
は

全
部
門
で
取
得
済
で
あ
り
、
一
部
事
業
所
で
取
得
し
た
環
境
管

理
規
格
の
Ｉ
Ｓ
Ｏ
１
４
０
０
１
に
つ
い
て
も
取
得
範
囲
の
拡
大

を
積
極
的
に
推
進
し
て
ま
い
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
当
社
と
し
て
は
収
益
構
造
の
改
革
を
は
じ
め
、

国
際
会
計
基
準
へ
の
適
合
、
品
質
管
理
に
お
け
る
必
要
な
規
格

の
取
得
、
運
用
に
全
社
を
挙
げ
て
取
り
組
ん
で
お
り
ま
す
が
、

残
念
な
が
ら
国
内
の
営
業
活
動
の
一
部
に
お
い
て
独
占
禁
止
法

第
三
条
に
違
反
す
る
と
し
て
、
平
成
十
一
年
九
月
に
公
正
取
引

委
員
会
よ
り
勧
告
審
決
を
受
け
ま
し
た
。
当
社
と
し
て
は
こ
の

事
実
を
厳
粛
に
受
け
止
め
、
再
発
防
止
に
万
全
を
期
す
る
所
存

で
あ
り
ま
す
。

株
主
の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
引
き
続
き
格
別
の
ご
理

解
と
ご
支
援
を
賜
り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
あ
げ
ま
す
。
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経 常 損 益 の 部 千円
営 業 損 益
売 　 　 上 　 　 高
完 成 工 事 高 66,934,522
不 動 産 賃 貸 収 入 819,443

売 上 高 合 計 67,753,966
売　　上　　原　　価
完 成 工 事 原 価 53,882,715
不 動 産 賃 貸 費 用 441,990

売 上 原 価 合 計 54,324,706 
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 13,051,807
不 動 産 賃 貸 利 益 377,452
売 上 総 利 益 合 計 13,429,260

販売費及び一般管理費 11,769,695
営 業 利 益 1,659,564

営 業 外 損 益
営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金 717,105
そ 　 　 の 　 　 他 456,072

営 業 外 収 益 合 計 1,173,178 
営 業 外 費 用
支　　払　　利　　息 420,252
為　　替　　差　　損 379,034
そ 　 　 の 　 　 他 97,803

営 業 外 費 用 合 計 897,090
経　　常　　利　　益 1,935,651

特 別 損 益 の 部
特 別 利 益
前 期 損 益 修 正 益 89,267
固 定 資 産 売 却 益 2,283
投 資 有 価 証 券 売 却 益 525,579
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 35,800
退職給与引当金取崩額 415,010

特 別 利 益 合 計 1,067,940
特 別 損 失
前 期 損 益 修 正 損 43,507
固 定 資 産 処 分 損 47,725
有 価 証 券 評 価 損 570,694
適格退職年金過去勤務費用 435,661

特 別 損 失 合 計 1,097,588
税 引 前 当 期 利 益 1,906,004
法人税、住民税及び事業税 807,000
法 人 税 等 調 整 額 △ 34,486
当　　期　　利　　益 1,133,490
前 期 繰 越 利 益 3,598,867
株式消却積立金取崩額 96,354
自 己 株 式 消 却 額 361,554
当 期 未 処 分 利 益 4,467,158

(注) 1. 子会社との取引高 売　　　上　　　高・・・・・381,004千円
仕　　　入　　　高・・・・14,314,114千円
営業取引以外の取引高・・・・・・389,924千円

2.販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の総額は345,433千円
である。

円 円
当 期 未 処 分 利 益 4,467,158,325
任意積立金取崩額
株式消却積立金取崩額 950,384,000
固定資産圧縮積立金取崩額 12,058,376 962,442,376
合　　　　　　　計 5,429,600,701

利 益 処 分 額

利　　益　　準　　備　　金 74,000,000
株　　主　　配　　当　　金 687,672,390
（１株につき７円50銭）
取　締　役　賞　与　金 50,000,000 811,672,390

次 期 繰 越 利 益 4,617,928,311

（注）固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法に基づくものである。

損益計算書 利益処分（平成11年4月1日から平成12年3月31日まで）

重要な会計方針
1. 有価証券（特定金銭信託を構成する有価証券を含む）の評価基準および評
価方法は、移動平均法による原価法によっている。

2. 未成工事支出金の評価基準および評価方法は、個別法による原価法によっ
ている。

3. 有形固定資産の減価償却方法は、法人税法に規定する方法と同一の基準に
よる定率法によっている。ただし、賃貸用東松山店舗および平成10年4月1
日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、法人税法に定める
定額法を採用している。
無形固定資産の減価償却方法は、自社利用のソフトウエアについては、社内に
おける利用可能期間（5年）に基づく定額法、それ以外の無形固定資産につい
ては、法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法を採用している。

4. 繰延資産は、発生時に全額費用として処理している。
5. 貸倒引当金は、法人税法の規定による限度相当額を計上している｡
6. 賞与引当金は、支給見込額に基づき計上している。
7. 退職給与引当金は、前期より適格退職年金制度へ全面移行したため、移行
に伴う退職給与引当金残高を当期から法人税法の規定に基づいて7年間で均
等に取崩を行っている。

8. 適格退職年金制度は、昭和41年11月より退職金制度の一部（55歳以上の退
職者）について採用していたが、平成11年3月1日に全面的に適格退職年金
制度に移行した。
平成12年3月31日現在の年金資産の合計額は 7,602,176千円である。
過去勤務費用の掛金期間は、平成11年3月より4年6ヶ月である。

9. 役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金に対する引当金であり、役員退
職慰労金規則に基づく要支給額を基準として計上している。
これは商法第287条ノ2に規定する引当金である。

10.完成工事高計上基準は、原則として工事完成基準を適用している。ただし、
長期工事については、平成9年度迄の受注工事は「工期1年超、請負金額3億
円以上」、平成10年4月1日以後の受注工事は「工期2年以上、請負金額10億
円以上」の工事に限り工事進行基準を適用している。

工事進行基準による当期の完成工事高・・・712,432千円
11.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっている。

12.消費税等の会計処理は、税抜き処理方式としている。

（追加情報）
前期において、投資等の「長期前払費用」に含めていた自社利用のソフトウエ

アは、当期から無形固定資産の「その他」として表示している。
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第 5 5 期 　 事 業 報 告 書

資 産 の 部

流 動 資 産 千円
現 金 預 金 7,819,210
特 定 金 銭 信 託 1,222,754
受 取 手 形 885,123
完 成 工 事 未 収 入 金 25,742,277
有 価 証 券 15,689,039
自 己 株 式 554
未 成 工 事 支 出 金 5,822,595
繰 延 税 金 資 産 399,619
そ 　 　 の 　 　 他 858,840
貸 倒 引 当 金 △ 92,300
流 動 資 産 合 計 58,347,715

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物 8,093,115
機 械 ・ 運 搬 具 283,672
工 具 器 具 ・ 備 品 309,429
土　　　　　　　 地 6,446,583
建 設 仮 勘 定 210,483
有 形 固 定 資 産 計 15,343,284

無 形 固 定 資 産
借　　　地　　　権 1,152,814
そ　　　の　　　他 311,919
無 形 固 定 資 産 計 1,464,733

投　　　資　　　等
投 資 有 価 証 券 4,516,729
子 会 社 株 式 1,254,433
長 期 貸 付 金 2,505,998
長 期 前 払 費 用 52,593
繰 延 税 金 資 産 221,850
そ 　 の 　 他 1,880,787
貸 倒 引 当 金 △ 4,800
投 資 等 計 10,427,592
固 定 資 産 合 計 27,235,611
資 産 合 計 85,583,327

負 債 の 部
流 動 負 債 千円
支 払 手 形 485,630
工 事 未 払 金 12,074,635
短 期 借 入 金 1,300,000
一年以内償還転換社債 9,736,000
未　　　払　　　金 1,203,495 
未 払 法 人 税 等 676,416
未 払 消 費 税 等 774,245
未 成 工 事 受 入 金 5,073,875
預　　　り　　　金 645,155
賞 与 引 当 金 1,375,958
そ 　 　 の 　 　 他 154,234
流 動 負 債 合 計 33,499,646

固 定 負 債
退 職 給 与 引 当 金 2,490,060
役員退職慰労引当金 341,721
長 期 預 り 保 証 金 2,463,728
固 定 負 債 合 計 5,295,510
負 債 合 計 38,795,156

資 本 の 部
資 本 金 7,393,338
法 定 準 備 金
資 本 準 備 金 6,071,749
利 益 準 備 金 1,379,000
法 定 準 備 金 合 計 7,450,749

剰 余 金
任 意 積 立 金
固定資産圧縮積立金 239,539
市 場 開 拓 積 立 金 1,920,000
株 式 消 却 積 立 金 950,384
別 途 積 立 金 24,367,000
任 意 積 立 金 計 27,476,923

当 期 未 処 分 利 益 4,467,158
〔当 期 利 益〕 〔1,133,490〕
剰 余 金 合 計 31,944,081
資 本 合 計 46,788,170
負債資本合計 85,583,327

(注) 1.子会社に対する短期金銭債権・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・52,233千円
2.子会社に対する短期金銭債務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5,847,632千円
3.子会社に対する長期金銭債権・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,300,000千円
4.有形固定資産の減価償却累計額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8,921,063千円
5.貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している固定資産の主なもの　　

技術用および事務用電子計算機ならびにその周辺装置
6.主な外貨建資産　　現　金　預　金　　　　 2,221千 米国ドル　　　　　　 235,786千円

完成工事未収入金　　19,677,043千 インドネシアルピア 275,478千円
39,642,831千 ベトナムドン　　　 317,142千円

有　価　証　券　　　 31,572千 米国ドル　　　　　　 3,592,733千円
6,211千 ＥＣユーロ　　　　　 852,724千円

7.担保に供している土地、建物等（賃貸用東松山店舗）・・・・・・・・・・・・2,414,733千円
8.1株当りの当期利益（期中平均発行済株式総数による）・・・・・・・・・・・・・・12円15銭

貸借対照表 平成12年3月31日現在

◆財務諸表の概要（単独）
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連結貸借対照表（平成12年3月31日現在）

資産の部 負債の部
流 動 資 産 62,284 流 動 負 債 33,162

現　　　金　　　預　　　金 8,951 固 定 負 債 5,346

受取手形・完成工事未収入金等 27,336 負 債 合 計 38,508

有 　 　 価 　 　 証 　 　 券 15,813 少数株主持分 1,227

そ　　　　の　　　　他 10,184 資本の部
固 定 資 産 26,656 資 本 金 7,393

有 形 固 定 資 産 17,656 資 本 準 備 金 6,071

無 形 固 定 資 産 648 連 結 剰 余 金 36,023

投　　　資　　　等 8,350 子会社の所有する親会社株式 △282
資 本 合 計 49,205

資 産 合 計 88,941 負債、少数株主持分及び資本合計 88,941

連結損益計算書

●連結子会社の概要

（平成11年4月 1日から平成12年3月31日まで） 連結剰余金計算書（平成11年4月1日から平成12年3月31日まで）

（経常損益の部）
売 　 　 　 上 　 　 　 高 68,863
売　　上　　原　　価 52,579
販売費及び一般管理費 12,668
営　　業　　利　　益 3,615

営 　 業 　 外 　 収 　 益 946
営 　 業 　 外 　 費 　 用 882
経　　常　　利　　益 3,680

（特別損益の部）
特　　別　　利　　益 1,077
特　　別　　損　　失 1,160
税金等調整前当期純利益 3,596
法人税、住民税及び事業税 1,542
法 人 税 等 調 整 額 △28
少　数　株　主　利　益 66
当 　 期 　 純 　 利 　 益 2,016

社　　名 事業内容 持株比率 資本金　

㈱日本工営横浜事業所 １００％ １０億円

㈱ニッキ・コーポレーション ４１％ ５３００万円

㈱コーエイシステム １００％ ３０００万円

㈱コーエイテック １００％ ８０００万円

㈱コーエイ総合研究所 ９５％ ８０００万円

㈱ネプコ ９０％ ８０００万円

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

1.連結剰余金期首残高 34,246
2.連結剰余金増加高 518
3.連結剰余金減少高 757
4.当期純利益 2,016
5.連結剰余金期末残高 36,023

連結キャッシュ･フロー計算書（平成11年4月1日から平成12年3月31日まで）

（単位：百万円）

1.  営業活動によるキャッシュ・フロー 3,685
2.  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,417
3.  財務活動によるキャッシュ・フロー △534
4.  現金及び現金同等物に係る換算差額 △310
5.  現金及び現金同等物の増加額 1,424
6.  現金及び現金同等物期首残高 12,838
7.  現金及び現金同等物期末残高 14,262

◆財務諸表の概要（連結）
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電力関連機器・システム、電子機器・装置の
製作

日本工営およびグループ企業の不動産管理、
賃貸業務および保険代理業など

コンピュータのソフトウェアやプログラム設計
の受託および要員派遣、OA機器の運用支援など

電力設備、電力機器、自動制御機器等に関す
る工事の施工、工事管理、保守管理など

調査・研究受託業務、コンサルティング業務、
教育研修業務、出版事業

土砂災害の予知、予防に関する調査および対策
工事、関連計測機器の製造、販売、設置など

※は間接保有の株式を含んでいます。

※

※

※

※



売上高 経常利益
11年度 中間期 210 億円 5億円
実　績 通　期 677 億円 19億円
11年度 中間期 210 億円 △23億円
組替後 通　期 677 億円 19億円

12年度 中間期 200 億円 △23億円
予　想 通　期 680 億円 23億円
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会計基準の変更に伴う影響について

退職給付会計による償却益は約28億円

規則変更により中間決算の損益は23億円の赤字を想定
－通期決算には影響なし－

本誌前号においてもお伝えしましたとおり、本年から国際会計基準に沿った決算が本格化して

います。これに関連する連結決算については右頁で概要をご報告しておりますが、このほか前号

でのご報告以降に退職給付会計における償却益が確定いたしました。以下では、この件に関する

概要と平成12年度以降中間決算に大きく影響する会計処理の変更に関して、平成12年度の業績予

想も踏まえて改めてご説明させていただきます。

当社では、退職給付の原資としてこれまで積み

立ててきた年金資産と退職給付引当金の合計額

が退職給付債務の額を上まわっており「積立不

足」の心配は不要であることを、本誌前号でご

報告いたしました。その後、平成11年度末にお

ける年金資産の時価評価額の算定が終了し、こ

の差額は約28億円と確定いたしました。

退職給付債務と積立額の差額は15年以内に償却

することとされておりますが、当社の場合はこ

の差額を5年間で償却することに決定し、平成12

年度から平成16年度にかけて毎年約5億6千万円

を償却益として決算に計上いたします。

平成12年度から中間決算における財務諸表の

作成規則（中間財務諸表規則）が変更されます。

当社の場合、受注案件に占める公共事業の比

率が高いため、中間期の売上は例年通期の3分の

1程度にしか達しません。一方、一般管理費（営

業費用）は年間を通じて概ね均等に発生します。

従って、中間期で実績額を計上して決算を行う

と、順調に事業が進んでいても中間期の損益計

算では赤字が生じることになります。そのため、

従来は、このような場合に一般管理費を中間期

での売上高の計画達成割合によって按分計上す

ることが中間財務諸表規則上認められており、

当社はこの方法（繰延処理）を採用してきまし

た。平成11年度の中間期実績を例にとりますと、

経常利益が23億円のマイナスとなるところ、繰延

処理により5億円のプラスを計上しております。

しかし、平成12年度からはこの繰延処理が認

められなくなったため、下表のとおり23億円の

赤字が見込まれます。

但し、これはあくまで中間財務諸表規則の変

更によるもので、通期の決算では影響は生じま

せん。また、株主配当金については従来どおり

の安定配当を継続する方針です。ご理解の程よ

ろしくお願い申しあげます。

差額約28億
円を5年間償
却益に計上

退職給付債務
約91億円

年金資産
約94億円

退職給付引当金
約25億円
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◆平成12年度の中間期・通期での業績予想



会社の概要（平成12年3月31日現在）

■ 商 号 日本工営株式会社
英文商号 Nippon Koei Co., Ltd.

■ 会社が発行する株式の総数
１９４，６１６，０００株

■ 発行済株式の総数
９１，６９２，５１０株
（注）当期中に実施した利益による自己株式の消却

により、会社が発行する株式の総数およ
び発行済株式の総数が１，８７５，０００株減

少いたしました。

0

200

300

400

100

0

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

�

�

平成10年� 11年� 12年�

4,000

6,000

2,000

株価（円）�

売買高（千株）�

■ 資本金 ７，３９３，３３８，９３９円
■ 設立年月日 昭和21年6月7日
■ 従業員 １，６１７名

役 員（平成12年3月31日現在）

株価・売買高の推移（東京証券取引所）

常務取締役 滝沢　義信
取　締　役 上條　　實
取　締　役 有馬　俊明
取　締　役 清水　国夫
取　締　役 遠矢　勇作
取　締　役 高橋　　修
取　締　役 辻本　有一
取　締　役 鈴木　　勲

取締役社長 中禮　俊則
専務取締役 和田　勝義
専務取締役 溝辺　哲男
専務取締役 加藤　道人
専務取締役 澄川　啓介
専務取締役 山本　忠彦
常務取締役 川又　政圀
常務取締役 酒井　　寿

取　締　役 熊須　宗距
取　締　役 角田　吉彦　
取　締　役 広瀬　典昭
常勤監査役 籠島　伸吉
常勤監査役 岩鬼　征夫
監　査　役 久保田時雄

KOEI QUARTERLY《13》

※平成12年4月1日付で取締役遠矢勇作および高橋修は常務取締役に昇格いたしました。
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●本社 〒102-8539 東京都千代田区麹町5丁目4番地 03(3238)8025
●半蔵門オフィス 〒102-0083 東京都千代田区麹町2丁目5番地 03(5276)3344
●麻布オフィス 〒106-0047 東京都港区南麻布2丁目11番10号 03(5442)9001
●札幌支店 〒060-0005 札幌市中央区北5条西6丁目2番地 011(205)5531
●仙台支店 〒980-6118 仙台市青葉区中央1丁目3番1号 022(227)3525
●関東支店 〒330-0801 大宮市土手町1丁目2番地 048(647)8411
●名古屋支店 〒460-0008 名古屋市中区栄2丁目6番1号 052(220)2681
●大阪支店 〒553-0003 大阪市福島区福島7丁目20番1号 06(6343)1181
●広島支店 〒732-0828 広島市南区京橋町9番21号 082(262)6565
●福岡支店 〒812-0018 福岡市博多区住吉4丁目3番2号 092(475)7131
●中央研究所 〒330-1259 茨城県稲敷郡茎崎町稲荷原2304番地 029(871)2000
●神奈川事務所 〒231-0015 横浜市中区尾上町1丁目4番1号 045(212)5601
●奥羽事務所 〒010-0951 秋田市山王2丁目1番43号 018(866)0348
●信越事務所 〒380-0823 長野市南千歳2丁目12番1号 026(226)8092
●新潟事務所 〒950-0962 新潟市出来島1丁目11番28号 025(280)1701
●北陸事務所 〒920-0051 金沢市二口町160番15号　　　　　　 076(232)3155
●四国事務所 〒760-0055 高松市観光通2丁目2番15号 087(836)0240
●沖縄事務所 〒900-0012 那覇市泊2丁目15番地の9号 098(868)7712

主要な事業所

営業所

海外事務所

青森、岩手、福島、茨城、浦和、栃木、群馬、千葉、富山、福井、甲府、静岡、三重、神戸、奈良、
和歌山、鳥取、岡山、山口、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

北日本（仙台）、中部日本（名古屋）、西日本（大阪）

ジャカルタ、カトマンズ、バンコク、マニラ、ナイロビ、ハノイ、コロンボ、ヤンゴン

株主メモ

●証券コード　　 1954
●決算期日 3月31日
●定時株主総会 6月
●基準日
定時株主総会については3月31日といたしま
す。その他必要があるときは、あらかじめ
公告して定めます。

●公告掲載紙
東京都において発行する日本経済新聞

●名義書換代理人
東京都千代田区丸の内１丁目６番２号
第一勧業富士信託銀行株式会社

●同事務取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目６番２号
第一勧業富士信託銀行株式会社 本店証券代行部

〔郵便物の送付先または連絡先〕
〒135-8722  東京都江東区佐賀1丁目17番7号
第一勧業富士信託銀行株式会社 証券代行部
電話 03（3642）4004(大代表）

●同取次所
第一勧業富士信託銀行株式会社 全国各支店
安田信託銀行株式会社 本店および全国各支店

●単位未満株式の買取請求
単位未満株式（1,000株未満の株式）の買取
請求は、上記の名義書換代理人の事務取扱場
所および同取次所で受け付けます。なお、株
券保管振替制度により株券を証券会社などに
預託されている場合には、お取引の証券会社
にお申し出ください。

《14》KOEI QUARTERLY
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本庄総合公園体育館イメージイラスト

当
社
の
建
築
設
計
部

門
は
、
埼
玉
県
本
庄
市

の
本
庄
総
合
公
園
体
育

館
（
仮
称
）
新
築
工
事

を
コ
ン
ペ
方
式
で
受
注

し
、
こ
の
ほ
ど
実
施
設

計
を
終
え
ま
し
た
。
こ

の
体
育
館
は
、
市
民
の

ス
ポ
ー
ツ
、
イ
ベ
ン
ト

な
ど
に
利
用
さ
れ
る
と

と
も
に
、
二
〇
〇
四
年

の
「
さ
い
た
ま
国
体
」

に
お
け
る
バ
ス
ケ
ッ
ト

ボ
ー
ル
競
技
の
会
場
と

な
る
施
設
で
す
。

コ
ン
ペ
で
は
、
本
庄

市
の
歴
史
に
因
ん
だ
繭

型
の
膜
構
造
ド
ー
ム
の

採
用
や
、
こ
の
膜
構
造

に
よ
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

設
計
、
地
域
住
民
を
巻

き
込
む
市
民
参
加
型
施

設
と
し
て
の
提
案
な
ど

が
評
価
さ
れ
、
受
注
に

至
り
ま
し
た
。

今
年
五
月
に
建
設
工
事
が
開
始
さ
れ
、
平
成
十
三
年
十
二
月
に
は
完
成

の
予
定
で
す
。

独自の発展を続ける
当社建築設計部門
コンサルタント企業の総合力を

活かした技術融合

牛久市・阿見町広域斎場
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プロジェクト・ナウ

場
を
多
数
受
注
し
て
い
ま

す
。
こ
れ
も
デ
ザ
イ
ン
力

と
と
も
に
、
斎
場
の
立
地

特
性
や
周
辺
環
境
を
踏
ま

え
た
総
合
的
な
企
画
・
開

発
力
が
評
価
さ
れ
て
の
実

績
と
言
う
こ
と
が
で
き
る

で
し
ょ
う
。

ま
た
ス
ポ
ー
ツ
施
設
を

は
じ
め
と
す
る
公
共
施
設

で
は
、
利
用
者
数
の
想
定

を
も
と
に
施
設
規
模
を
勘

案
す
る
規
模
決
定
が
重
要

で
あ
り
、
こ
う
し
た
場
面

で
は
総
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
企
業
と
し
て
の
解
析
ノ

ウ
ハ
ウ
な
ど
が
最
大
限
に

活
か
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

当
社
の
建
築
設
計
部
門

は
、
今
後
も
総
合
的
な
技

術
の
融
合
に
よ
っ
て
、
環

境
や
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
ラ

ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
の
低
減

な
ど
を
主
要
な
課
題
と
し

て
、
民
間
か
ら
の
受
注
も

含
め
た
積
極
的
な
営
業
を

展
開
し
て
い
く
方
針
で

す
。

当
社
が
手
が
け
る
大
型
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務
で
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
分

野
の
技
術
が
求
め
ら
れ
ま
す
が
、
高
度
な
建
築
設
計
力
も
そ
の
一
つ
で
す
。

例
え
ば
空
港
に
お
け
る
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
や
、
ダ
ム
・
道
路
な
ど
の
管
理

施
設
、
水
力
発
電
所
の
建
物
な
ど
、
付
帯
す
る
施
設
の
設
計
が
不
可
欠
だ

か
ら
で
す
。
当
社
の
建
築
設
計
部
門
は
、
単
独
の
設
計
業
務
も
さ
る
こ
と

な
が
ら
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
企
業
と
し
て
の
総
合
的
技
術
力
と
結
び
つ
い

て
、
独
自
の
設
計
ノ
ウ
ハ
ウ
を
蓄
積
し
て
き
ま
し
た
。

こ
う
し
た
性
格
か
ら
同
部
門
で
は
、
広
域
的
な
開
発
と
一
体
化
し
た
公

園
施
設
や
ス
ポ
ー
ツ
施
設
な
ど
、
総
合
的
な
開
発
ノ
ウ
ハ
ウ
が
求
め
ら
れ

る
案
件
で
の
受
注
実
績
が
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

珍
し
い
と
こ
ろ
で
は
、
高
度
な
デ
ザ
イ
ン
力
を
要
求
さ
れ
る
各
地
の
斎

国際公認400mスピードリンク（岡谷市）大宮町体育館エントランスホール



KOEI QUARTERLY《17》

地 球 の 素 顔

国力基盤の整備から産業
インフラの整備へ

コンサルタント国際事業本部　
副技師長

鈴木　隆臣

イ
ン
ド
・
デ
カ
ン
半
島
の
南
東
に
浮
か
ぶ
ス
リ
ラ
ン
カ
は
、

面
積
約
六
万
五
〇
〇
〇
2
㎞
、
北
海
道
の
約
八
割
ほ
ど
の
大
き
さ

の
島
国
で
、
人
口
は
約
一
八
五
〇
万
人
で
す
。
同
国
の
経
済
の

中
心
地
で
あ
る
コ
ロ
ン
ボ
に
、
当
社
の
コ
ロ
ン
ボ
事
務
所
が
置

か
れ
て
い
ま
す
。

ス
リ
ラ
ン
カ
に
お
け
る
当
社
の
事
業
の
歴
史
は
か
な
り
古

く
、
一
九
七
〇
年
代
後
半
か
ら
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ(

国
際
協
力
事
業
団)

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
発
調
査
な
ど
の
業
務
が
行
わ
れ
て
き
ま
し

た
。
八
〇
年
代
に
入
っ
て
か
ら
業
務
量
が
急
速
に
伸
び
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
オ
フ
ィ
ス
に
社
員
が
常
駐
す
る
状
態
に
な
っ
た
た

め
、
一
九
九
三
年
に
は
正
式
に
駐
在
員
事
務
所
と
し
て
ス
リ
ラ

ン
カ
政
府
に
登
録
し
ま
し
た
。
私
は
九
〇
年
代
初
め
か
ら
当
地

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
携
わ
っ
て
き
ま
し
た
が
、
事
務
所
の
登
録

以
来
、
そ
の
所
長
を
勤
め
て
き
ま
し
た
。

ス
リ
ラ
ン
カ
は
民
族
構
成
と
歴
史
で
複
雑
な
面
が
あ
り
、
一

部
で
タ
ミ
ル
人
の
民
族
運
動
が
激
化
し
て
い
る
地
域
も
あ
り
ま

す
。
し
か
し
全
般
的
に
は
平
穏
で
、
業
務
上
特
に
困
難
を
感
じ

る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

こ
の
国
は
人
口
の
七
〇
％
が
仏
教
徒
、
一
五
％
が
ヒ
ン
ド
ゥ

ー
教
徒
と
い
う
仏
教
中
心
の
国
で
、
私
は
穏
や
か
な
国
民
性
を

予
想
し
て
赴
任
し
ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
普
段
は
確
か
に
穏
や

か
な
の
で
す
が
、
仕
事
の
こ
と
に
な
る
と
非
常
に
せ
っ
か
ち
な

の
で
驚
か
さ
れ
ま
し
た
。
私
た
ち
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
仕

事
は
、
調
査
・
計
画
な
ど
か
な
り
の
期
間
を
必
要
と
す
る
場
合

が
多
い
の
で
す
が
、
そ
れ
を
待
ち
き
れ
な
く
な
る
例
が
し
ば
し

ば
起
こ
り
ま
す
。
こ
う
し
た
場
合
の
説
得
に
は
、
か
な
り
苦
労

し
ま
し
た
。

当
地
で
の
業
務
は
、
初
期
に
多
か
っ
た
灌
漑
農
業
開
発
や
水

力
発
電
な
ど
国
力
の
基
礎
を
固
め
る
業
務
か
ら
、
道
路
整
備
や

成長期に向かうスリランカでの
コンサルタント業務

当
社
で
は
、
本
年
四
月
よ
り
従
業

員
各
人
の
在
職
中
の
成
果
を
退
職
金

に
反
映
さ
せ
る
「
ポ
イ
ン
ト
式
退
職

金
制
度
」
を
導
入
し
ま
し
た
。

従
来
の
退
職
金
制
度
で
は
、
各
従

業
員
の
退
職
金
の
額
は
勤
続
年
数
を

大
き
く
反
映
す
る
も
の
と
な
っ
て
い

ま
し
た
が
、
今
回
導
入
し
た
制
度
で

は
勤
続
年
数
に
加
え
て
業
務
遂
行
上

の
成
果
を
評
価
し
て
退
職
金
が
決
定

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

当
社
で
は
近
年
、
事
業
環
境
や
従

業
員
の
職
業
観
・
価
値
観
の
「
多
様

化
」
や
事
業
部
門
ご
と
の
特
性
の
違

い
に
対
応
し
た
「
分
権
化
」、
会
社

業
績
と
従
業
員
各
人
の
貢
献
度
に
応

じ
た
「
制
度
の
合
理
化
」
の
観
点
か

ら
人
事
制
度
を
大
幅
に
改
革
し
て
お

り
、
既
に
、
年
俸
制
や
業
績
連
動
賞

与
、
目
標
管
理
制
度
な
ど
を
導
入
し

て
い
ま
す
。
今
回
の
ポ
イ
ン
ト
式
退

成果重視の
退職金制度を導入

ニュースギャラリー�



工
業
団
地
開
発
な
ど
、
よ
り
産

業
イ
ン
フ
ラ
に
近
い
も
の
へ
と

移
行
し
て
い
ま
す
。
そ
れ
は
こ

の
国
が
、
揺
籃
期
か
ら
し
っ
か

り
し
た
成
長
期
へ
と
移
行
し
て

い
る
こ
と
を
物
語
っ
て
い
る
と

も
言
え
る
で
し
ょ
う
。

こ
う
し
た
変
化
の
中
で
、
当

社
の
対
応
も
ま
た
、
よ
り
広
範

な
分
野
へ
と
展
開
・
強
化
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
当
社
の

総
合
的
な
技
術
力
へ
の
評
価
と

長
い
間
に
築
か
れ
た
顧
客
と
の

信
頼
関
係
か
ら
当
社
に
対
す
る

期
待
感
は
高
く
、
今
後
も
こ
れ

を
基
盤
に
活
発
な
活
動
が
可
能

で
し
ょ
う
。
特
に
こ
の
国
で
整

備
が
遅
れ
て
い
る
鉄
道
な
ど
の

大
量
輸
送
の
整
備
は
、
大
い
に

期
待
さ
れ
る
分
野
だ
と
思
い
ま

す
。ま

た
民
間
か
ら
も
、
同
市
で

最
初
の
高
層
ビ
ル
と
し
て
有
名

に
な
っ
た
ラ
ン
カ
タ
ワ
ー
の
業

務
を
受
注
し
た
実
績
が
あ
り
、

こ
う
し
た
民
間
ベ
ー
ス
の
業
務

の
拡
大
に
も
期
待
し
て
い
ま

す
。
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ベイラ湖とランカタワーの遠望コロンボの街路風景
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編

集

後

記

経
営
企
画
本
部
・
広
報
グ
ル
ー
プ

職
金
制
度
の
導
入
も
こ
れ
ら
の
一
連

の
制
度
改
革
の
一
環
と
し
て
位
置
づ

け
ら
れ
る
も
の
で
す
。

本
号
は
第
五
十
五
期
事
業
報
告
書

を
中
心
に
編
集
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

し
た
。

誌
面
の
制
約
も
あ
り
、
当
社
の
技

術
や
最
近
の
動
向
な
ど
に
関
す
る
ト

ピ
ッ
ク
ス
は
本
誌
で
は
十
分
に
お
伝

え
で
き
な
い
面
も
あ
り
ま
す
が
、
マ

ス
コ
ミ
に
発
表
し
た
ニ
ュ
ー
ス
リ

リ
ー
ス
な
ど
は
前
号
で
も
ご
紹
介
い

た
し
ま
し
た
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://

w
w
w
.n-koei.co.jp)

に
適
宜
掲
載
し
て

お
り
ま
す
の
で
、
本
誌
と
併
せ
て
ご

参
照
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
す
。
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訂正表（こうえい2000夏／第8号）

●訂正箇所（11頁／連結剰余金計算書）

連結剰余金計算書（平成11年4月1日から平成12年3月31日まで）

（単位：百万円）

訂正前 → 訂正後
1 .連結剰余金期首残高 34,246 34,246
2 .連結剰余金増加高 518 → 879
3 .連結剰余金減少高 757 → 1,119
4 .当期純利益 2,016 2,016
5 .連結剰余金期末残高 36,023 36,023

※下線部が訂正箇所です


